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第6章 自治体による保証に基づく耐震補強奨励制度の実地域での運用に関する検討

6.1は じ め に

第5章 では,自 治体による保証に基づ く耐震補強奨励制度(以 下,耐 震補強保証制度 と呼ぶ)を,地 震

動の異なる様々な地域 に立地す る持ち家木造住宅1万 棟に適用 した場合の,地 震前後 の住民 ・行政側 の

費用負担の軽減効果 について分析を行 った.ま た,地 震前後での費用負担 と保証に基づ く被災建物 に対

する支援金支払いとのバ ランス も考慮 し,保 証に基づ く支援金の妥当な設定額につ いての検討も行 った.

この結果,適 用条件 によっては,保 証制度 に基づき全壊時に耐震補強費用の5～7倍 といった多額の奨

励金を支給 したとして も,制 度 の普及 によって行政負担総額 を軽減できることが明 らか となった.本 研

究においては,ケ ーススタディーエ リアとして静岡県 を取 り上 げ,耐 震補強奨励制度の実地域での運用

状況 をシミュレー ションした.東 海地震の想定地震動分布 と県内の建物分布デー タに基づき,地 震前ま

でに制度が普及 した場合を想定 し,制 度の導入によ る住民や行政の地震前後の費用負担 の軽減量 を推計

した.

6.2静 岡県の地震危険度 と建物 の耐震化対策の現状

6.2.1静 岡県の地震危険度

本研究 にお いては,都 道府県 レベルを制度 の適用エ リアと したシミュ レーシ ョンを行 うにあた り,東

海地震の危険性を有する静岡県(面 積7,779㎞,人 口379万9809人,世 帯数135万8093(2004年10月

1日 現在))を ケーススタディーエ リア とした.県 では1976年8月 に東海地震説が発表されて以来,地

震防災対策に取 り組んで きた.1978年1993年 には地震被害想定を行い,さ らに2001年5月30日 には,

最新の知見や研究成果を踏 まえて第3次 地震被害想定を公開 した.こ の被害想定では,東 海地震 と神奈

川県西部地震 を想定 してお り,東 海地震の断層モデルには,1854年 の安 政東海地震時の県 内の震度分布

を最も良 く再現で きるものとして,1976年 の石橋モデルと1978年 の中央防災会議モデルを組み合わせ

たものを用いている.石 橋モデル とは1976年 に東京大学理学部石橋助手(当 時)が 提案 した断層モデル,

中央防災会議モデルは大規模 地震対策特別措置法 に基づ く地震防災対策強化地域指定 のため中央防災

会議で提案 された断層モデル(図6-1)で ある.こ れ らの断層モデル と地盤分類データを用いて,地 表で

の500mメ ッシュ単位の最大加速度 ・最 大速度 ・震度を算出 し,石橋モデル と中央防災会議 モデル の両者

図6-1想 定地震の断層モデル
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第6章 自治体による保証に基づ く耐震補強奨励制度の実地域での運用に関する検討

図6-2東 海地震時 に想定 される最大速度の分布

の地震動分布を重ね合わせ大きな方をその地点の地震動 として採用 した.図6-2に は,県 下にお いて想

定 される地表最 大速度(PGV)の 町丁 目別分布 を示す.2001年11月 末に,中 央防災会議の東海地震専門委

員会は、22年 ぶ りに東海地震の想定震源域 を見 直す報告書 を公表 した.こ れにより,新 たな震源域はや

や西へ移動 したひょうたん型 とな り,面 積 も約2割 拡大 した.愛 知県内の予想震度が上方修 正され るな

ど,想 定地震動分布 も変更された.し か しなが ら,本 研究 においてはデータの都合か ら,想 定地震動 と

して静岡県の第3次 地震被害想定の結果を採用す る.

6.2.2静 岡県における建物の耐震化対策の現状

静 岡県 では2001年 の第3次 地震被害想定の公開とともに,建 物の耐震化対策を普及させ住宅倒壊に

よる死者をゼ ロにす ることを目標 とし 「TOUKAI-0プ ロジェク ト」を開始 した.プ ロジェク トの一環 とし

ては,既 存住宅の耐震化対策 を推進す るための取 り組み として,「 わが家の専門家診断事業」,「既存住

宅耐震診断事業」 「木造住宅耐震補強助成制度」が行われて いる.「 わが家の専門家診断事業」では,耐 震

診断を希 望する住民はまず,各 市町村役場で配布されている「わが家の耐震診断調査票」,ま たは静岡県

のホームページ 上の 「耐震ナ ビ」により,住 宅所有者 自身による簡易版耐震診断 を行 う.そ の診断結果に

応 じて,市 町村か ら「静岡県耐震診断補強相談士」が派遣 され,専 門家による耐震診断 を受けることがで

きる.更 に建築士による耐震精密診断を受けた い場合 は,市 町村 による診断費用の補助制度があ り,昭

和56年5月31日 以前に建築された 旧耐震基準による建物 を補助対象とし,診断料の2/3が 補助 される.

県では建築士等を対象に「静岡県耐震診断補強相談士養成講習会」を開催 し,身 近 に相談できる専門家の
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増加に努めている.ま た,良 心的に設計や工事 を行 うことを宣誓 した県内の業者を 「住宅直 し隊」 とし

て名簿に登録 し,市 町村建築相談窓 口にて紹介 して いる.

神奈川県横浜市に続 いて平成14年 度か らは,耐 震補強工事 に対す る1棟 あた り30万 円の補助制度も

実施 した.対 象 とするのは,1981年5月 以前に着工された在来工 法による木造個人住宅の うち,耐 震診

断の結果,総 合評点(以 下,こ の評点をIwと 呼ぶ)が1.0未 満 と判定 されたものである.こ れ らに対 し

て,基 礎 ・柱 ・梁 ・筋交 い(耐 力壁)の 補強,軽 量化のための屋根の葺き替え等を行 い,改 修後のIwが

1.0以 上となる工事 を,耐 震改修工事 と位 置づける.平 成14・15年 度は,Iw0.7未 満を1.0以 上に補

強す る工事を認定 していた ものの,平 成16年 度か らは この制度 を拡充 し,Iw0.7以 上1.0未 満の住宅

も補助対象 となった.耐 震補強工事 費用 に対す る補助金額 は,県 か らの負担が1棟 あた り一律30万 円

であ り,さ らに市町村が任意の額 を上乗せすることが出来 る.静 岡県県民だより(2003年8月 号)に よれ

ば,約60万 棟の旧基準による木造住宅のうち,平 成13・14年 度 には約2万 棟が耐震診断を受 け,6割 以

上の建物が 「倒壊 または大破壊の危険がある(Iw0.7未 満)」 と診断 され,そ の うち254件 が補助金を受

けて補強工事を行った.こ れ らの平均工事価格は190万 円であ り,30万 円の補助金を使 い自己負担が

100万 円以下で済んだ家 も約4割 あった という.静 岡県都市住宅部建築住宅総室建築安全推進室 の報告

によれば,「TOUKAI-0プ ロジェク ト」による各種事業の平成13年 ～16年 度までの実績は表6-1の 通 りで

ある.近 年の活用実績は増加 の傾向にあるが,県 下の既存不適格建物の総数 に比べれば,事 業の適用は

ごく一部に限 られている.

6.3静 岡県における制度運用 シミュレーシ ョンの方法

6.3.1用 い る建 物 デ ー タ

第3次 地震 被害 想 定で 用 いて い る1999年1月1日 現 在 の建 物 デー タ によ る と,木 造 戸 建住宅 は県 下

に846,384棟 存在 す る.建 築年 代別 の木造 戸 建住 宅 数 は 図6-3の 通 りで あ り,1981年 の新 耐震 基 準以 前

に建 築 された 建物 はそ の62.8%を 占め る.図6-4は,木 造 戸 建 住宅 棟 数 を建 築年 代 ・地 表実 効 最大 速

度 別 に整 理 した もの で ある.木 造住 宅 の 多 くはPGVが40～45kineと 予 想 され る地域 に立 地 して いる こ

とが わか った.

表6-1 TOUKAI-0プ ロジェ ク トによ る木 造住 宅 耐震 化事 業 の実 績

図6-3静 岡県の木造戸建住宅の建築年代分布
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図6-4建 築年代 ・地表最大速度別に見た木造戸建住宅棟数

6.3.2制 度運用シミュ レーシ ョンの条件設定

本章では,前 述の東海地震の想定地震動分布 と建物分布データに基づき,地 震発生前まで に耐震補強

保証制度が普及した場合を想定 し,制 度 の導入による住民や行政の地震前後の費用負担の軽減量を推計

す る.耐震補強保証制度には新 耐震基準以前に建築された木造戸建住宅548,373棟 が加入する ものとし,

これ らの0,25,50,75,100%が 段階 的に加入 した場合を想定す る.地 震動 としては前述の最大速度分

布(図6-2)を 用い,建 物被害量の推計には図5-7に 示 した村尾 ・山崎 による建物被害関数(2000)を 用い

る.1981年 以前に建築された建物 に対 して耐震補強を実施す ると,建 物強度は新耐震基準相 当となるも

のとし,1982-94年 建築の建物 と同等の耐震性能を持つ ものとした.

住 民側 の 費用 負担 の推 計 にお いて は,第5章 にて構 築 した 中 堅所 得層 に対す る費 用負担 モ デ ル(表5-4,

5-5)を 利 用す る.行 政 側 の 費用 負担 の推 計 で は,図5-4に 整 理 した 仮 設住 宅建 設 費用 ・被 災 建物 の解 体

撤 去 費 用 ・公助 プ ログ ラム に よ る支援 費 用 を用 いる.兵 庫 県 南部 地 震 によ り神 戸 市で は67,421棟 が全

壊,55,145棟 が 半壌 し,58,950棟 が解 体 撤 去 され,29,178棟 の仮設 住 宅 が建 設 され た,こ の実 績 に基

づ き,全 半壊 後 の 各々 の居住 復 興 パ ター ンの選択 割 合 を設定 した.

6.4静 岡県 における制度運用シミュレーシ ョンの結果

6.4.1建 物 被害 量 の推 計

新 耐震 基 準以 前 に建 築 された 木 造戸 建住 宅548,373棟 の うち,0,25,50,75,100%が 耐震 補 強 保 証

制度 に加 人 した 場 合の 制度,地 震 に よ る全 壊棟 数 ・半壊棟 数 を見 積 もる と図6-5,図6-6と な り,耐 震

補強 を実 施 して 制 度 に加 入 す る こ とに よ り,全 半壊 被 害 が 大 き く軽 減 で きる ことがわ か る.
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図6-5全 壊建物数 の推移

図6-6半 壊建物 数の推移

6.4.2住 民側 の費 用 負担 の推 計

次 に地震前後での住民側の費用負担 に着 目した.第5章 と同様に,地 震前後での支 出として,耐 震補

強費用,家 屋 ・家財の被害額,家 屋 ・家 財の復 旧費用を考慮 し,地 震後 の収入 として保証による被害 に

対する支援金,公 助プ ログラムによる支援金 を計 上した.ま ずは全壊建物・半壊 建物 について制度への

加入率に応 じた地震後の支 出の推移を見 ると(図6-7),耐 震補強を行い制度に加入 した場合の住 民負担

総額は,補 強を行わない場合の総額の1/4程 度以 下にまで軽減できる ことがわかった.耐 震補強費用は

制度の普及 とともに増加す るため,耐 震補強費用も含めて地震 前後での住民負担総額を算出すると,補

強を行った場合の負担は行わない場合の1/2程 度とな った.公 助 プログラムによる支援額 は補強を行 っ

て いない建物への支払額の影響を大き く受け,加 入率が大きくなるほ ど支援 総額 も減少 した(図6-8).

また,保 証による被害への支援金を全壊時に耐震補強費用の2倍 相当とした場合には,支 援金の総額は

加入率の上昇に伴い増加 した(図6-8).
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図6-7全 壊 ・半壊建物での地震後の住 民側の支出の推移

図6-8保 証制度による支援額の推移

以上よ り,こ れ らの地震後での収入 ・支出に地震前の支出である耐震補強費用を加えて,費 用負担総

額 のバランスを検証す る,ま ずは,保 証 による全壊被害への支援金を367万 円(耐 震補強費用の2倍 相

当),半 壊被害への支援 金を183万 円(耐 震補強費用相 当)と する.公 助 プログラムによる支援 を考慮

した場合(図6-9a)で は,制 度加入率が上昇す るにつれて耐震補強費用がかさむにも関わ らず,加 入率が

100%で の住 民負担総額 は0%の 場合の約 半分程度まで軽減 された.公 助 プログラムによる支援 を考慮 しな

い場合(図6-9b)で は,図6-9aと 比較して制度加入率が低い場合の住民負担額が大きくな り,100%の 制

度 の普及時では図6-9aの 場合以上 に住民負担総額が軽減 された.耐 震補強奨励制度 によって住民が耐

震補強を行 う ことによ り,実 際に地震が発生した際には住民側の費用負担 を大 きく軽減できる ことがわ

かった.

次に,保 証による支援金の支給額 を変動させた場合の,住 民側 の費用負担の変化 を分析する.保 証に

よる全壊被害への支援 金を183万 円(耐 震補 強費用相当)か ら2,200万 円(耐 震補 強費用の12倍)ま で

変化 させた場合の,公 助プログラムによる支援 を考慮 した住民負担総額の変化 を図6-10に 示す.こ れ
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図6-10 保証による支援金額を変化 させた場合の住民側の負担総額 の推移
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図6-11保 証による支援 金総額の推移

よ り,1棟 あた りの保証による支援 金を増額 した場合には,制 度普及時の住民負担総額がよ り大 きく軽

減される ことがわかる.な お,こ の際の保証による支援金 の総額 は図6-11に 示 した通 りに変化す る.

6.4.3行 政側の費用負担の推計

続いて,地 震前後での行政側の費用負担 に着 目した.第5章 と同様に地震後での支 出としては,保 証

による被災建物への支払い とともに,仮 設住宅建設費用･被 災建物 の解体撤去費用 ・公助プログ ラムに

よる支援 費用を計上 した.保 証による全壊被害への支援金を367万 円(耐 震補強費用の2倍 相 当)と し,

公助 プログラムによる支援 を考慮 した場合(図6-12a)で は,制 度加入率が上昇するにつれて保証による

被災建物への支援 金が発生す るものの,行 政負担の総額は加入率の増加 に伴い大き く軽減される ことが

わかった.公 助 プログラムによる支援を考慮 しない場合(図6-12b)は,制 度加入率の上昇に応 じて保証

による支援金支払 いがかさみ,負 担総額 としては制度の普及に伴 い増額する.以 上の分析 より,公 助プ

ログラムの支援 を考慮する と,耐 震補強保 証制度によ り,補 強 した ものの被災 した建物へ支援金を支払

ったとしても,本 制度の普及 によ り行政の費用負担の総額 は大き く軽減する ことができる ことわかった.

これ は制度の普及に対する行政側の大きなメリッ トと言える.

次に,保 証による支援 金の支給額 を変動 させた場合の,行 政側の費用負担の変化を分析す る.保 証に

よる全壊 被害へ の支援金を183万 円(耐 震補強費用相当)か ら2,200万 円(耐 震補強費用の12倍)ま で

変化 させた場合,公 助 プログラムによる支援 を考慮 した行政負担総額は図6-13の 通 りに変化する.全

壊1棟 あた りの支援金が917万 円(耐 震補強費用の5倍)以 下であれば,100%の 制度 普及によ り行政側

の負担総額 を軽減することができた.し か し,全 壊1棟 あた りの支援金を1,100万 円(耐 震補強費用の6

倍)以 上に設定 した場合には,保 証 による支援金 に要す る額が増大 し,100%の 制度普及時の負担総額 も

増加 した.こ れよ り,本 ケー スでは,全 壊1棟 あた りの支援金 として1,100万 円を支給する場合には過

度な支援 とな り,行 政側の費用負担軽減効果が期待で きないことがわかった.
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図6-13保 証による支援金額 を変化 させた場合の行政側の負担総額 の推移
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6.5ま とめ

本章では,ケ ーススタデ ィーエ リアとして静岡県を取 り上げ,耐 震補強奨励制度の実地域での運用状

況をシミュレーションした.東 海地震の想定地震動分布 と県 内の建物分布データに基づき,地 震前 まで

に制度が普及 した場合 を想定 して,制 度の導入による住民や行政の地震前後 の費用負担の軽減量 を推計

した.こ の結果,耐 震補強保証制度に基づき,補 強 した ものの全壊被害 を受けた建物 に耐震補強費用の

2倍 相当の支援金(367万 円)を 支払った としても,本 制度 の普及 によ り行政側 ・住民側の地震前後での

費用負担の総額 は大きく軽減 される ことわか った.こ れは制度の普及に対する住民および行政への大き

なメリッ トと言える.ま た,保 証 による支援金の設定額 を変化 させた分析か らは,全 壊1棟 あた りの支

援金が917万 円(耐 震補強費用の5倍)以 下であれ ば,本 検討ケース にお いては制度の普及 による行政負

担総額の軽減効果が見 られた.こ の支援 金設定額が大 きいほど住民 にとっては制度に加入す るイ ンセ ン

ティブが高まるため,実 際の制度設計にお いては,地 震時の行政側の費用負担軽減効果 ・住 民へのイ ン

セ ンティブ ・制度運 用のための財源の大小な どに応 じて,保 証による支援金 を設定する必要がある.今

後は,建 物分布や建物強度,地 震動の設定を変えた シミュ レーションも行い,こ れ らの条件を変化させ

た場合の制度導入効果について も検証 したい.
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